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コロナウィルス問題によって民主主義的な意思

決定のプロセスや自由貿易体制が直面する諸問題

が改めて鋭く浮き彫りになりました。そこで、21

世紀政策研究所では新たなポストコロナ時代の国

際秩序を展望するとともに新たな国際協調体制の

あり方とその構築に向けた課題を経済界の観点か

ら整理・分析すべく、今年度「ポストコロナ時代

の国際秩序」に関する研究プロジェクトを立ち上

げました。今回、研究主幹である田所昌幸慶應義

塾大学法学部教授に研究会の狙いや主なアジェン

ダについてお話を伺いました（8月24日）。

「ポストコロナ時代の国際秩序」研究プロジェク
トでの抱負や目指すところを教えてください。

私を含め国際政治学者は次々に起こる日々の出
来事を追いかけていますが、多くの専門家が時代
の一つの区切りが来たという感覚を持っていると
思っています。振り返ると2001年のアメリカ同時
多発テロ事件や2011年の東日本大震災の時にも

「世界は変わってしまった」「文明の終わりだ」と
いう雰囲気になり、未来はどうなっていくのかと
いう議論が行われたのですが、ほどなく日常に回
帰して新たな出来事に追いかけられてきました。
このプロジェクトでは日々起こる細かな事を追っ
ていくのではなく、少し落ち着いて中期的な国際

秩序の流れを掴んでいきたいと考えています。今
活躍している先生や若い研究者と一緒に未来にど
んなことが起きそうなのかということを思い切っ
て 考 え、 日 本 に と っ て の「 代 替 的 な 未 来 」

（alternative futures）あるいは、「可能性として
の未来」のイメージを提示したいと思っていま
す。無論、未来は正確に予測できるものではあり
ませんが、我々が中長期的にどういう課題に直面
しそうで、今からどういう選択をして準備してい
くべきなのか、という言説を紡ぎ出せればと考え
ています。

先日の第１回研究会でも中長期的な未来予測を試
みようというご示唆をいただきましたが、予測に
おける時間軸やアジェンダなどについてどのよう
にお考えでしょうか。

これまで経験則的に国際政治や歴史の切れ目は
一世代で区切られてきたことが多いので、社会の
構造的な傾向を知的に予測できる期間としても20
年から30年が妥当だと考えています。冷戦が終
わって現在まで約30年が経ちますが、冷戦が終
わった時には、これからは国家というものの意味
が薄れマーケットやNGO、NPO、ソーシャルメ
ディアの時代が到来するという意識が強かったと
思います。ただコロナウィルス問題と共にある現
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在となっては、そうした意識や考えは間違ってい
たのでは、という認識を持つ方が多数派ではない
でしょうか。

世界政治の主要なアジェンダとしてはやはり
「アメリカと中国の関係」となるでしょう。ただ
20年から30年という期間となると、アメリカと中
国だけを見ていれば良いという話にはなりませ
ん。中国が強大になってきたことに対してこれま
で多くの西側諸国は、中国の民主化を期待し、国
際的規範に反する中国の行動を抑制するような対
抗的措置を取らなかったのですが、ここに来て明
らかにそのスタンスが変化しています。そしてそ
の傾向が急に逆転するということはあり得ないで
しょう。国際政治学の常識で申し上げても、世界
である国が力を持つとそれに対抗的な連携が形成
される勢力均衡の力学が作用します。ですから米
中がグローバルに対立する構図の中で、これまで
以上に注目しないといけないプレーヤーも出てく
るでしょう。なかでも注目すべきはインドです。
それから今中国が一帯一路を通じて取り込もうと
している国々です。インドが中国と激しく敵対し
ていくのか、一帯一路の国々が中国にとって重要
な味方であり続けるのか、こうした国々の帰趨が
今後の国際秩序の形成において重要な部分を占め
ていくでしょう。実は中国の大きな弱点の一つ
に、目ぼしい同盟国がないということがありま
す。現状では北朝鮮くらいでしょうか。このこと
からも中国にとって信頼に値して力もあるパート
ナーを持てるか否かということは注目すべきこと
と言えます。一方アメリカは戦後に同盟国との関
係強化に努めてきました。こうした同盟国との関
係は一度かぎりの取引ではなく日米の関係も
NATOとの関係も70年以上持続しています。国
際秩序は目まぐるしく変わり、まして70年という
期間があれば関係を維持していくのは容易ではな
いのですが、制度化することで長続きしてきたこ
とは特筆すべきことです。足もとではトランプ大
統領が同盟関係を弱体化させており、それがどこ
までのダメージになるのかといった点も重要なア
ジェンダとなってくるでしょう。

今後20年から30年の間で、「アメリカと中国の
関係」以外で注目すべき課題としてどのようなも
のが挙げられますか。

一つは気候変動です。国際政治的にも重大な問
題を引き起こす可能性があると思っています。多
数の気候難民（気候変動によって従来住んでいた
土地に住めなくなった人々）が発生した場合にど
うなるのか。あるいは気候制御テクノロジーが進
歩し人為的に気候を制御できるようになった場合
に、他国にどのような影響が生じ、どこまでなら
許容できるのかというのは、非常に難しい議論に
なるでしょう。

二つ目は領域主権の安定化の問題です。領土の
取り合いは20世紀の過去の話だと思っていたので
すが、ここに来て民族に絡んだ主権の問題が噴出
してきています。これが欧米のリベラルな風潮、
つまりidentity politicsと重なっていくと、自分た
ちの民族はなぜ独立できないのかといった動きが
世界各地で活発化して国際政治において大きな課
題となるでしょう。

そして私が死活的に重要な問題と考えているこ
とは、政治経済上のガバナンスです。皆さんご存
知のように自由民主主義と市場経済が完全な勝者
だというのが冷戦後の常識だったわけですが、中
国が国家資本主義という新たなガバナンスモデル
によって既に世界第２位の経済大国となり、安全
保障に関しても主要なプレーヤーになっていま
す。コロナウィルスへの対応についても今のとこ
ろ中国の対応は上手くいったように見えます。自
由民主主義と市場経済が本当に優位にあるものな
のか、そうではなくて国家の役割を一層強化して
いくべきなのか、ということが問い直され、進化
するデジタル技術を駆使した最善の統治を模索し
ていくことになるでしょう。
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国家の役割という点では昨今ではベーシックイン
カムの実験を始める国も出てきましたが、国家の
経済への関与についてどのようにお考えでしょう
か。

国家の役割は安全保障などの事項に限られるべ
きで、経済に関しては民に委ねるべきといった考
えが冷戦後は一般的だったわけですが、ここに来
て自由民主主義の国々に国家の関与を弱めすぎた
のではないのか、という考えが生じ始めていま
す。ベーシックインカムの議論が生まれる背景に
は、そうした変化があるのだと思いますが、この
議論には非常に難しい問題があります。国家の事
業は国家の管轄権の範囲がハッキリしていないと
有効にはなりません。ベーシックインカムについ
てもその対象は一義的には国民ということになる
のでしょうが、人々が移民や難民という形で国境
を越えるようになると、誰が税金で助け合う仲間
なのかという難しい問題を避けては通ることはで
きません。

日本はこれから超高齢社会を向かえ、安全保障で
も厳しい局面も予測されます。日本の未来をどの
ように予測されますか。

総人口も生産年齢人口も減って国力も衰退して
いくことが確実な未来とされていますが悲観的な
宿命論に寄りすぎていると思っています。人口減
少と超高齢社会は大変な難問であることは事実で
すが、逆に人口が増えていた時代には狭い国土で
どのように皆で働いて食べていくのかというが問
題になったのではないでしょうか。実際に新興国
の人と話すと、人口が増えすぎて困っているとい
う話がよく出ます。どうせ未来はこうなると決
まっていると思うと人間はエネルギーが出なくな
るので、大きな課題であり難問であるということ
は認めますが、新たな時代の条件をどう活かして
いくのかという前向な態度が重要です。世界に目
を転じても東アジアの国がおしなべて同様の課題
を抱えています。韓国の少子化は日本を上回る

ペースで進行し、中国においても一人っ子政策を
廃止してもそのスピードは止まりません。女性の
教育水準が高くなり、都市への転入が増加し、そ
こでの生活や教育のレベルを維持するために就業
を継続することが大きな理由です。よほど全体主
義的に女性に出産を促すような極端な政策を講じ
ない限り、このトレンドは継続していくでしょ
う。日本の少子高齢化は非常に豊かな社会が実現
したところで始まっていますので、対応する手段
は他の国と比較して多く残されていると考えま
す。少子高齢化は長期的に進行する社会課題です
が、そういったものへの対応に成功した事例もあ
ります。国民皆保険制度を実現し、介護保険制度
を導入するなど日本には社会保障に関する中長期
課題へのアジャストメントの経験が豊富にありま
す。繰り返しになりますが、宿命論に陥り、新た
な条件に新たな方法で対処しようとする企業家精
神を失わないことが重要です。

一方で日本の安全保障については、第二次世界
大戦以降は米国との同盟が前提になっています。
確かに上手くいった部分も多いと思いますが、当
事者として自分の頭で考えて決断することから降
りていたとも言えます。トランプ政権下で米国の
世界への関与が不安定になるなかで、自身の決断
と行動を求められたときに適切に判断できず極端
な対応を取ってしまうのではという懸念がありま
す。例えば、米国と同盟関係が築けないならば中
国の朝貢国になるべきだ、その際には民主主義や
人権という価値さえ目を瞑らざるを得ないという
極論です。究極的に日本人として何に対して体を
張るのか、何を捨てるのかという難題に対して、
感情的にならず、また最初から降参する姿勢でも
なく、民主的なプロセスで合理的に意思決定をし
ていくことが未来に向けた大きな課題です。

インタビューを終えて
当プロジェクトが提示する「日本にとっての

alternative futures」が産業界の中長期の計画に
とっても有意義な内容になることを確信してい
ます。
� （主任研究員　池野真也　研究員　辻本千明）
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11月12日　 米国 　米国セミナー「大統領選挙結果と国際社会─日米、米中、米欧関係を中心に─」（仮題）

【今後の開催予定】

21世紀政策研究所では、「中国情勢研究プロジェクト」の成果をも
とに、勁草書房から「現代中国を読み解く三要素　経済・テクノロ
ジー・国際関係」（川島真・21世紀政策研究所編著）を８月24日に出
版しました。

中国国内で何が起きているのか、どこに向かうのか。国際社会や
世界経済にどのような影響を与えるのか。誰もが知りたい問いで
しょう。

この問いに答えるべく、当研究プロジェクトでは、経済・テクノ
ロジー・国際関係の三つの視点で、立体的に中国を見据えることを
試みました。そして、９名の専門家が研究会にて議論を尽くし、本
書において、最新のデータをもとに中国の今を考察しています。

出版のお知らせ

川島真・21世紀政策研究所編著

『現代中国を読み解く三要素　
経済・テクノロジー・国際関係』（勁草書房）
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